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松本市・四賀村新市建設計画 新旧対照表 

旧 新 

表紙 

平成 16年 10月   松本市・四賀村合併協議会 

平成 26年 12月変更 松本市 

表紙 

平成 16年 10月   松本市・四賀村合併協議会 

令和 ２年 12月変更 松本市 

 

P13 

Ⅰ 序論 

３ 計画の策定方針 

⑶ 計画の期間 

本計画の期間は、平成17年度(2005年度)から平成32年度 

(2020年度)までの16年間とします。 

P13 

Ⅰ 序論 

３ 計画の策定方針 

⑶ 計画の期間 

本計画の期間は、平成17年度(2005年度)から令和７年度 

(2025年度)までの21年間とします。 

 

P41 

Ⅷ 財政計画 

１ 前提条件 

当初の財政計画は、新市としての歳入・歳出の各項目ごとに、 

過去の実績などを踏まえて、合併後も健全な財政運営を行う 

ことを基本に算定し、合併による歳出の削減効果、行政改革 

の推進、サービス水準の維持・向上、新市建設計画の実行に 

必要な経費、国・県の財政支援などを反映させて、普通会計 

ベースで合併後10年間について作成しました。 

平成 26年 12月の変更に当たっては、平成 17年度から平成 25

年度までについては決算額に置き換え、平成 26年度以降につい

ては、基本的に当初計画の算定条件を踏襲した松本市全体での

財政計画としています。 

なお、歳入・歳出の主な算定条件は、次のとおりです。 

 

 

P41 

Ⅷ 財政計画 

１ 前提条件 

財政計画は、新市としての歳入・歳出の項目ごとに、過去の 

実績などを踏まえて、合併後も健全な財政運営を行うことを基 

本に算定し、合併による歳出の削減効果、行政改革の推進、サ 

ービス水準の維持・向上に必要な経費、国・県の財政支援など 

を反映させて、普通会計ベースで合併後21年間について作成し 

ました。 

なお、令和２年12月の変更に当たっては、平成26年度から令 

和元年度までについては決算額に置き換え、令和２年度は９月 

補正予算までを反映した決算見込み値で、それ以降について 

は、基本的に当初計画の算定条件を踏襲した松本市全体での財 

政計画としています。 

歳入・歳出の推計部分にかかる主な算定条件は、次のとおり 

です。 
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旧 新 

P41 

２ 歳入 

⑵ 地方交付税 

普通交付税については、現行の交付税制度を基本に普通交 

付税の算定の特例（合併算定替終了等）を踏まえて見込んで 

います。 

P41 

２ 歳入 

⑵ 地方交付税 

普通交付税については、現行の交付税制度を基本に見込ん 

でいます。 

 

 

P41 

  ⑷ 地方債 

    地方債については、新市建設計画事業に伴う合併特例債、 

通常債、臨時財政対策債及び減収補てん債を見込んでいます。 

P41 

  ⑷ 地方債 

    地方債については、通常債及び臨時財政対策債を見込んで 

います。 

当該の元金償還額の８５％を限度に借入を行うものとし、 

その種別については、借入総額を一定の率で割り振っていま 

す。 

 

 

P42 

⑸ 分担金及び負担金 

分担金及び負担金については、過去の実績及び歳出の見込み

などにより算定しています。 

 

P42 

⑸ その他 

   ア 繰入金 

     繰入金については、毎年度、財政調整基金から１億４０ 

０万円、地域振興基金から３億円、減債基金からは２億２， 

０００万円（減債基金のみ、令和６年度まで）を取り崩す 

ものとし、令和３年度～５年度までの間、芸術文化振興基 

金から、基幹博物館建設事業及び美術館大規模改修事業に 

対し、３億６，１００万円、１６億２，３００万円、３， 

０００万円をそれぞれ取り崩すこととしています。     
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旧 新 

イ 分担金及び負担金 

     分担金及び負担金については、過去の実績などにより算 

定しています。 

 

 

P42 

 ３ 歳出 

⑴ 義務的経費 

 ア 人件費 

   人件費については、合併後の定員適正化計画による一般 

職員の削減、合併による特別職の職員数、議会議員数の削 

減などを見込んでいます。 

   イ 扶助費 

     扶助費については、過去の実績等により算定するととも

に、高齢化や社会保障制度改革を勘案しています。 

   ウ 公債費 

     公債費については、平成 25年度までの地方債に係る償 

還予定額に、平成 26年度以降の新市建設計画事業等に伴 

う新たな地方債に係る償還見込み額を見込んでいます。 

 ⑵ 普通建設事業費 

   普通建設事業費については、新市建設計画に基づく事業

費及び通常ベースでの普通建設事業費を見込んでいます。 

 

 

 

 

 

 

P42 

 ３ 歳出 

⑴ 義務的経費 

 ア 人件費 

   職員数については、行革による増減は無いものとし、令 

和３年度当初の中核市移行を見越した増分のみ、見込んで 

います。 

   イ 扶助費 

     扶助費については、過去の実績等により算定しました。 

   ウ 公債費 

公債費については、令和元年度までに借入れた市債の償 

還予定額に、今後借入れる見込分の市債に係る償還額を見 

込んでいます。 

⑵ 普通建設事業費 

  普通建設事業費については、通常ベースでの普通建設事業 

費を見込んでいます。 
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旧 新 

P43 

 ４ 財政計画 

  ⑴ 歳入 

  

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

P44 

 ４ 財政計画 

⑴ 歳入 

(単位:百万円)

歳入区分 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度

地方税 33,580 33,971 36,906 36,122 35,505 35,121 35,079

地方交付税 13,525 12,764 11,802 11,984 16,010 17,659 17,959

国・県支出金 12,680 10,756 10,165 10,903 15,463 14,954 15,194

地方債 8,936 7,008 7,602 6,601 8,911 9,050 8,512

そ の 他 19,993 20,401 16,698 16,500 20,375 17,178 18,898

歳入合計 88,714 84,900 83,173 82,110 96,264 93,962 95,642

歳入区分 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度

地方税 34,532 35,090 35,858 35,834 35,749 36,623 36,694

地方交付税 18,088 17,446 16,514 15,640 15,214 14,629 13,515

国・県支出金 14,411 15,272 16,545 16,846 16,147 16,478 15,847

地方債 8,205 8,665 8,487 6,998 6,159 7,264 7,217

そ の 他 16,368 15,403 15,817 17,263 18,540 16,416 16,656

歳入合計 91,604 91,876 93,221 92,581 91,809 91,410 89,929

歳入区分 元年度 2年度 3年度 4年度 5年度 6年度 7年度

地方税 36,982 36,120 34,716 35,297 35,806 35,973 36,477

地方交付税 13,711 13,629 15,353 14,694 14,105 13,856 12,850

国・県支出金 19,239 47,789 19,634 19,374 19,503 19,413 19,279

地方債 7,693 8,976 7,537 7,799 7,659 6,892 6,573

そ の 他 19,453 24,923 16,960 18,355 16,735 16,931 16,752

歳入合計 97,078 131,437 94,200 95,519 93,808 93,065 91,931  
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旧 新 

P44 

 ⑵ 歳出 

 
 

  

 

 

 

 

P44 

 ⑵ 歳出 

 
 

 


